
この計画は、松前町（以下「本町」という。）の公共施設等（公共施設とインフラ施設）の数量などの現状を整

理し、今後の方針を検討するものです。平成 26（2014）年の計画策定から 10 年が経過し、当初の計画期間が終了

することから、今後の 10 年を第 2 期と位置づけ、内容をさらに充実し、改訂しました。 

 

Ⅰ 公共施設等総合管理計画について 
 

◆公共施設等総合管理計画策定及び改訂の背景と目的・計画期間 

我が国では、高度経済成長期以降の急激な人口増加や住民ニーズに応じ、教育施設や公営住宅、道路、上下水道

といった多種多様な公共施設等の整備が進められてきました。現在、これらの施設は一斉に更新時期を迎えてお

り、老朽化に伴う建替えや改修費用の増大が全国的な課題となっています。 

このような状況を鑑み、国や自治体には、公共施設等の全体状況を早期に把握し、長期的な視点で更新・統廃合・

長寿命化を計画的に進めることが求められています。これにより、財政負担の軽減と平準化を図りつつ、最適な施

設配置を実現するための「公共施設等総合管理計画」の策定が要請されました。 

本町では、この要請を機に、より一層健全な行財政基盤を構築し、持続可能なまちを将来に引き継ぐための指針

として「松前町公共施設等総合管理計画（計画期間平成 27（2015）年度～令和６（2024）年度）」を策定しまし

た。 

今回の改訂は、個別施設計画の内容や令和 5（2023）年 10 月 10 日付けの総務省通知を踏まえたものです。計

画期間は、令和 7（2025）年度から令和 16（2034）年度までの 10 年間とし、今後の社会環境の変化等に応じて適

宜見直しを行っていきます。 

 

◆本計画の対象となる公共施設等の範囲 

本計画の対象とする公共施設等は、本町が保有する公共施設及びインフラ施設とします。公共施設については、

10 類型に分類しました。 

また、インフラ施設については、道路、橋りょう、水道、その他の 4 類型を対象として、現状等の把握や基本的

な方針を検討します。 

 

Ⅱ 公共施設等を取り巻く環境 
 

◆将来の人口 現状と予測 ～ 第2期松前町人口ビジョン より 

国立社会保障・人口問題研究所による令和 5（2023）年時点での推計結果では、令和 27（2045）年に本町の総

人口は 2,000 人を割る見込みとなっています。 

 

◆本町の財政状況 

今後、人口の減少に伴い、町税収入等一般財源の減少や少子高齢化に伴う扶助費等の義務的経費が増加すること

が予想されます。 

こうした厳しい財政状況のなか、公共サービスの一定水準を維持しつつ、運営コストをできる限り抑制すること

を念頭に、建替えや大規模改修等を行う施設を適切に判断する必要があります。 

◆公共施設の状況 

令和 5（2023）年度末（令和 6（2024）年 3 月 31 日）現在の公共施設の延床面積合計は約 9.0 万㎡で、人口一

人当たりの面積を見ると、公共施設全体で 15.66 ㎡となります。 

 

施設分類 施設数 
延床面積 

（㎡） 

割合 

（％） 

人口一人当たりの 

延床面積（㎡） 

行政系施設 12 2,875.29 3.2% 0.50  

町民文化系施設 35 11,368.03 12.7% 1.98  

スポーツ・レクリエーション系施設 5 17,031.95 19.0% 2.97  

産業系施設 11 6,477.00 7.2% 1.13  

学校教育系施設 8 14,507.53 16.2% 2.53  

子育て支援施設 1 361.05 0.4% 0.06  

保健・福祉施設 4 1,757.90 2.0% 0.31  

老人福祉施設 7 1,820.62 2.0% 0.32  

公営住宅 22 21,074.40 23.5% 3.68  

その他施設 20 12,451.19 13.8% 2.17  

合 計 125 89,724.96 100.0% 15.66  

※人口は令和 6（2024）年 3 月末日現在での 5,730 人として算出 

 

◆公共施設の老朽化の状況 

建築からの経過年数をみると、築 30 年未満の公共施設は全体の 32.8％、築年数 30 年以上の公共施設は 67.2％

となります。 

特に築 40 年以上経過した公共施設は全体の 52.0％を占めており、公共施設の老朽化が進んでいる状況が見られ

ます。 

 

◆インフラ施設の状況 

〇道路は町道の実延長が 224,922.3ｍ、舗装率 23.5％ 

〇橋りょうは 64 橋、橋長 853.4ｍ 

〇水道は水道管延長が 100,452.0ｍ、水道施設は 19 箇所 

 

Ⅲ 公共施設の基本方針 
 

◆公共施設等の管理に関する考え方 

本町では築 40 年以上の公共施設が多く、建替えや大規模改修が急務です。安全確保のための老朽化対策を推進

しつつ、有効活用や配置の最適化により、施設総量の削減と更新時期の分散を図る戦略的な運営が求められます。    

また、多額の費用を要するインフラ施設についても、個別施設計画に基づき優先順位付けや集約・撤去を検討し

ます。併せて、予防保全による長寿命化を推進し、財政負担の平準化を図ります。 
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◆公共施設の管理に関する方針 

施設分類 現状と課題 取組方針 

行政系施設 

庁舎は、備蓄機能や避難所機能を備えた総合防災拠点としての

役割を果たす必要があるため、計画的に修繕を行い、施設機能

を長期間維持できるよう管理します。 

職員住宅については、今後使用が見込めないものについては、

取壊しや売却などの財産処分を行った上で、職員数に応じて適

正化を図ります。 

予防保全による点検強化、修繕の実施による長寿命化対

策を継続します。 

職員住宅等は、利用頻度が少ない場合は、廃止や除却を

検討します。また、古い施設は特に安全に留意し、定期

的に点検を実施し、修繕等を行います。 

町民文化系施設 

町民文化系施設は、松前町ふれあい交流センター、館浜体験交

流センターを除く全ての施設で耐用年数を経過しており、全体

的に老朽化が進んでいます。 

長寿命化対策を実施するとともに、用途廃止、除却、更新等の

検討も必要な状況です。 

老朽化した内外装や設備については予防保全による修繕

や改修を行い、建物の長寿命化や維持保全に努めます。 

また、将来的には、人口動向や利用者数の推移を踏まえ、

利用が少ないと判断される施設については集約化の検討

に入るなど、施設総量の検討を行います。 

スポーツ・レクリエ

ーション系施設 

江良町民体育館、松前町ふれあい公園管理棟、松前町民体育館、

茂草町民体育館、松前町民野球場の 5 施設あります。 

全ての施設が建築から 25 年以上が経過しており、松前町ふれ

あい公園管理棟以外の施設は耐用年数を経過しています。 

町内外の利用者の安全確保を目的として、施設や設備の

日常点検を実施します。 

老朽化した内外装や設備については予防保全による修繕

や改修を行い、建物の長寿命化や維持保全に努めます。 

産業系施設 

肉牛改良センター、水産センター、漁民センターなどの 11 施

設あります。 

漁民センターは耐用年数を経過していますが、それ以外の施設

は比較的新しい施設となります。 

安心・安全な施設とするため、施設や設備の日常点検を

行い、老朽化した内外装や設備等の予防保全による修繕

や改修を行い、建物の長寿命化を図ります。 

学校教育系施設 

小学校校舎、中学校校舎、プール等、計 8 施設あり、稼働して

いる学校数は小学校 3 校、中学校 1 校となります。 

各小学校は、建築から 30 年以上が経過しており、老朽化が見

られる状況となっています。 

施設や設備の日常点検を行い、予防保全による修繕や改

修を行い、建物の長寿命化を図ります。 

実施にあたっては、「松前町学校施設等長寿命化計画」に

基づき、計画的な改修を行うこととし、コスト縮減と効

率化を図ります。 

子育て支援施設 

本町の子育て支援施設は、清部保育所の 1 施設となります。 

建築後 40 年以上が経過しており、外壁や設備等に老朽化が見

られる状況となっています。 

将来の児童数の予測を踏まえ、本町の子育て支援の方針、

財政状況、地域の実情等を考慮した上で、延床面積数量

等の最適化を図るとともに、予防保全による点検強化、

修繕の実施による長寿命化対策を継続します。 

保健・福祉施設 

保健・福祉施設は松前町健康センターなどの 4 施設があります。 

松前温泉休養センターを除く全ての施設で耐用年数を経過し

ており、全体的に老朽化が進んでいます。 

長寿命化対策を実施するとともに、用途廃止、集約化、更新等

の検討も必要な状況です。 

予防保全による修繕や改修を行い、建物の長寿命化また

は維持保全を行います。 

更新や大規模改修にあたっては、人口動向や利用者数の

推移とともに、財政状況、地域の実情等を踏まえて、延

床面積数量等の最適化を検討します。 

老人福祉施設 

老人福祉施設は、大沢老人憩の家などの計 7 施設があります。 

月島福祉の家を除く全ての施設で耐用年数を経過しており、全

体的に老朽化が進んでいます。 

長寿命化対策を実施するとともに、用途廃止、集約化、更新等

の検討も必要な状況です。 

安心・安全を確保するため、施設や設備の日常点検を行

い、老朽化した内外装や設備等の予防保全による修繕や

改修を行い、建物の長寿命化または維持保全を行います。 

更新や大規模改修にあたっては、人口動向や利用者数の

推移とともに、財政状況、地域の実情等を踏まえて、延

床面積数量等の最適化を検討します。 

公営住宅 公営住宅は計 22 団地あります。 

公営住宅の建替えや整備を行う際は、「松前町公営住宅長

寿命化計画」に基づき、計画的に整備を実施することと

し、敷地の所有状況、土地の利活用、管理のしやすさ、

入居者の移転計画等を考慮し、まちづくりの方向性を踏

まえながら公営住宅の集約化を図ります。また、入居者

の移転を段階的に進めつつ、老朽化した公営住宅につい

て用途廃止や縮小を進めます。 

その他施設 

その他施設は、用途廃止している旧原口診療所等、計 20 施設

があります。 

多くの施設で耐用年数が経過しており、外壁など建物の老朽化

が進んでいる状況となっています。 

安心・安全を確保するため、施設や設備の日常点検を行

い、利用状況に応じて予防保全による修繕や改修を行う

とともに、未利用施設については貸付・売却・除却を検

討します。 

貸付・売却・除却にあたっては、庁内照会を行い、ほか

の行政目的での利用を優先して検討します。ほかの行政

目的での利用がない場合は、地域住民と合意形成を図り、

売却や貸付等の利活用を進めていきます。 

 

Ⅳ 試算による財政効果 
 

◆公共施設 

令和 8（2026）年度から令和 37（2055）年度までの 30 年間における公共施設の更新等に必要な費用として、

法定耐用年数経過時に全ての公共施設を単純に更新（建替え）した場合と、施設の方向性を反映した場合を比較す

る試算を行いました。 

試算結果では、令和 37（2055）年度までに、公共施設を全て単純更新した場合の費用は約 292 億円で、長寿命

化や廃止等を行った場合は約 124 億円が必要となり、後者の場合では、約 168 億円が削減できるという試算結果

となりました。 

 

 

Ⅴ 計画の推進に関する考え方 
 

◆取組体制 

総務課を中心に、各公共施設等を管理する関係部署と随時情報を共有しながら、本計画を推進します。また、計

画推進に係る情報を全庁的に共有することで、全職員の意識向上を図ります。 

 

◆PDCA サイクルの確立 

本計画は公共施設マネジメントに PDCA サイクルを採り入れ、常時、Plan（計画）➡Do（実行）➡Check（評

価）➡Action（改善）を意識することにより、計画自体を継続的に改善していきます。 

松前町公共施設等総合管理計画 概要版 令和 7 年 3 月改訂 （計画期間：令和 7 年度～令和 16 年度） 

■単純更新費用の推計（法定耐用年数経過時に 

全ての公共施設の建替えを実施した場合） 
■長寿命化（法定耐用年数経過時に 

全ての公共施設について長寿命化を実施した場合） 
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